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書評

富澤芳亜 ・ 久保亨 ・ 萩原充編著

『近代 中国 を生 きた 日系企業』

川井伸
一

1　 本書の 概要

　本書は 2007年 〜 2010年 の科研費共 同研究の成果 を踏ま えて 出版 され た 。
「序」に よ る と ，

本書の 課題 は戦後 の 日本多国籍企業の 源流で あ る戦前の 在華 日系企業 の 「中国経験」 を歴

史的に明 らか にす る こ と ， 在華 日系企業が 日中双 方の 経済発 展 に対 して も っ た意味合い を

考察す る こ とと され る。 中国経験 とは例 えば在華日系企業 自身が 中国で の 活 動の なか で形

成 した独 自の 経営 ・管理技術に代表 され る。本書は在華 日系企業 の経営
・
管理技術の 形成

が 中国資本企 業を含 む 中国社会 に影響 されて い た と同時に ， 特にそ の 経営 ・管理 技術 が 中

国の 社会経済に大きな影響を与えた とい う仮説に 基づ き ， 在華i日系企業の 経営 ・ 管理 技術

と中国社会経済との 相互作用 に注 目す る 。
こ うした視点か らの 研 究は ， 帝 国主義的な対 中

経済進 出 とい う1日来の 研 究視角か らはほ とん ど注 目 され て こ なか っ た と し ， 在華 日系企業

の 多様 な役割 を含む 「全体像」 を解明すべ く， 近年公 開 され た
一

次史料を利用 しつ つ
， 中

国経験 を多面的に 明 らか に す る。

　本書は 二 部構成に な っ て お り， 第 1 部は 「中国綿業の 中の 在華紡」 を扱 っ た第 1章か ら

第 6 章に よ り構 成 され る 。 第 H 部 は 「在華 日系企 業の 諸相」 で ， 第 7 章か ら第 10章 に よ

り構成 され る。各章の 概 要は 以下 の とお りで あ る 。

　第 1章 「在華紡 の 経営
一

内外綿の 技術移転 ， 労務管理 ， 製品戦略 ， 流通」 （桑原哲也）で は ，

1910〜 1930年代 の 内外綿会社 を主要 な事例 として そ の 経営の 特徴 に つ い て 検討 して い る 。

す なわち ， 多数の 日本人駐在員 を通 して最新の 紡織技術 の 現地移転 　日本モ デル の 適用 と

現地 の 社会的ネ ッ トワ
ー クを利用 し た労務管理 ，高付加 価値化の 製品戦略，前受金取引 と

日本 の 商社 を主 と して利 用 した流 通 な どに よ り，内外綿 は 「中国で 最 も先進 的 な紡績会社」

で あ り，競争上 の 優位性を もっ た と高 く評価す る 。 さらに内外綿の 現地経営は戦後の 日本

の 多国籍企業 と連続性が あ り，内外綿を代表 とす る在華紡企業は戦後 日本多 国籍企業の パ

イオ ニ ア で あ っ た と位置づ けてい る 。

　第 2 章 「内外綿 の 中国人 管理者 と監 督的労働者
一 「特選工 」 か ら 「役付 工 」 へ （1911−45

年）」 （芹沢知絵）で は，内外綿 を事例 と して ， 中国人 中間管理者が段階的に階層組織化 さ

れ た過程 とその 職務や待遇 を含む組織編制 に つ い て検討する 。 第
一

毀階で 日本式等級制度
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が導入 され ，第二 段階で 中間管理 的職務 を担 っ た 中国人 管理者 で ある 「特選 工 」 の 組織化

がな され，第三段 で監督的労働者で ある 「役付工 」 が組織化 され ， 特選工 か ら役付工 へ と

重 点の 移動 が あ っ た こ とを明 らか に し て い る 。
こ うして組織管理 階層の なか に 中国人 技術

者 ・労働者 が位置づ けられ ，それ は積極的な現地化適応の 試み で あ っ た もの の ，管理 上 の

要職に 日本人 以外 が就 く機会 は結局 な く，そ の 意味で完全 に現地 化 され た企 業 には な りえ

なか っ た こ と ， 各階層 は分断 され た ま まで あ っ た こ とを指摘す る 。

　第 3 章 「在華紡技術 の 中国へ の 移転」 （富澤芳亜）で は，日中戦争時期 （1937〜 1945年）

にお け る内外綿の 事例 を通 して 紡織用 品工 業設備が 中国に移転 されるプ ロ セ ス を検討して

い る 。 内外 綿は戦争初期の 上海紡織業の 活況 と紡織機器需要の 急増に対応すべ く自ら機械

工 場を設立 した 。 こ の 過程で は，内外綿は 中国資本機械工 業に 対抗す る こ とを 目的 としつ

つ も ，

一
部 中国資本や 欧米系の 機械工 揚か ら機械設備 を調達 し た 。 1941年以 降 日本 か ら

の 紡織用品供給が途絶 えるなか で機械設備製造拠 点を再編 し ， 日本 か らの 不要機械設備 を

中国に移転 し つ つ
， 中国の 自給 （輸入 代替化）を本格化 した こ とを明 らか に して い る 。

　第 4 章 「1950年代の 中国綿業 と在華紡技術」 （久保 亨）で は ， 1930 〜 1940年代 の 中国

紡織技術 （紡織設備製造技術） が人民共和国成 立以 降の 1950 年代の 紡織技術 に継承 され

て い くプ ロ セ ス を検討す る。 そ して   国家財 政に よる重点的な投資政策と内陸地域綿業の

発 展 を重視 した 増産策 の 結果 ，
1950 年代前半に は顕 著な成果 を収 めた こ と ，   戦後 中国

の 綿紡織生 産設備製造 業は 日本の 在華紡が持 ち込 んだ 技術 を基 礎 と して 発展 し，主要な機

械設 備 と技 術は戦後 国民党政権下 で 成立 した 国営企 業の 中国紡 織建 設公 司 を経 由 して 共産

党政権下の 紡織機械工 場に継承 された こ とを明 らか に して い る 。 特に当時の 技術の 成果で

あ り国際的水準 に近づ い た とされ る 「54 型綿紡織
一

貫生産設 備」 は在華紡系 の 技 術 を基

礎 と してい た こ とを指摘 して い る。

　第 5 章 「初期の 在華紡
一上 海紡織 の 形成をめ ぐっ て 」 （張忠民 ）で は第

一
次世界大戦前

の 中国紡織業に お ける 日本在 華紡企 業 （主 に 日本最初の 在華紡企業で ある上海紡績 ［の ち

上海紡織 ］を事例 とす る）の 特徴 ・競争力 を英米資本企業 ， 中国資本企 業 との 比 較 をとお

して検討す る 。 紡織企業の 中国へ の 工 場進出 の 点で は後発 で あ っ た 日本企業は競争優位性

を もっ て い た こ とが主張 され る 。 すなわ ち ，   参入 形 態は買収 に よる もの で ， そ の 方法 手

腕 が巧 み で あっ た こ ともあ り ， 参入 コ ス トが抑えられ ，
か つ 工 場の 実際の 資産や生産能力

は額面上 の 資本 よ りも高 くて 優れて い た こ と，  経営 コ ス トは 中国企 業や他 の 外国企 業 と

比 べ て 明 らか に 低か っ た こ と，  その 結果，収益力や利益率は 中国や英米の 企業よ り高い ，

さ らには 日本内地 の 同業企 業 よ りも高い こ とを指摘す る 。 従 っ て ，当時におい て 日本紡織

企 業は 「最大の 勝利者」 で あ っ た と評価す る 。 そ の 他，資金調達の 面で 中国資本企 業が大

きな役割 を発揮 し ， 買収にお い て は人脈 ， 資本 ， 経営ネ ッ トワ
ー クな どの 中国企 業の 経営

資源 が利用 され て い た 事実 を明 らか に して い る 。

　第 6 章 「戦間期に お け る在華 日本紡績同 業会の 活 動」 （阿部武 司 ）で は 同業会 が設 立 さ
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れた 1925 年か ら 1937 年まで の 時期の 活動全般 を対象 とす る。 同業会の設 立 目的 は当時の

反 日ナ シ ョ ナ リズ ム に よ る労働争議や 日本商品ボ イ コ
ッ トに 対抗す る こ とを は じめ ， 日本

の 同業会 （紡聯）の 活動 を参考と して 業界の 組織化 を 目指すこ とに あっ た。 具体的な活動

として は ， 同業の 情報収集 ， イ ン ド綿花を安価で 共 同購入 す るた めの 団体 （印綿運華聯益

会）の 組織化 ， 操業短縮 ， 相互扶助 ， 損害補填の 検討な どで あ る 。 本章は ， 在華紡同業会

が 目本帝国主義の 「尖兵」 で あるとの 性格づ けを与えて きた 旧来の 研究を見直 し
， 印綿運

華聯益会には 日本企業の みな らず 中国 とイ ギ リス の 紡績業者 な ども参加 してお り協調 して

い た事実 を明 らか に して ， 同業会は 「反中国
一

辺倒の 硬 直的なもの で は なく ， 中国 を は じ

め とす る外国に しば しば妥協的で あ っ た こ と1 （162 頁）， また 日本内地 と紡績業者 と在華

紡 が決 して
一

枚岩 で はなか っ た こ とを指摘す る。

　 第 7 章 「撫 順炭鉱 と満鉄 の 経営 ， 1917− 1945年 」 （陳慈玉 ）で は 満鉄 の 鉱業部門の 中心

で あ っ た撫順炭鉱の 販売市場構 造お よび経営動 向を検討 して い る 。 販売市場 は歴 史的に ，

  東北域内販 売 を主 導 とす る時期 （1917〜 1920年 ）を経て ，  「輸出」 主導に よる 成長

時期 （1921 〜 1931年 ），   東北地 域内需要中心 の 時期 （1932 〜 1945年 ）と変化 した こ と

を明 らか に す る。 1920年代 は 日本の 鉱 業発展 と石 炭需要の 増加 に した がい 撫順炭鉱 は 急

速に 日本 へ の 主 要な輸出供給基地 とな っ たが ，他方で 日本側で は同業者保護 の た めに 撫順

炭の 輸入 を制限 し た 。 1930年代以 降は東北地域 の 重工 業発展 に よ り燃料炭 へ の 需要が急

速に増加 し ， 同地域へ の 販売量 が激増 し，輸出量 は減少 した 。 満鉄の 総利 益 の最大事業部

門は
一

貫 して 鉄道 事 業で あ っ た が ， 鉱業事業はそ れ に次い で 大 きな収益部門で あ っ た 。 以

上か ら， 撫順炭鉱は東北の 工 業化 に重要な動力を提供する とと もに ，
「満鉄の 東北で の 経

営に きわめて大 きな貢献 をな した」 （192 頁 ）とす る 。

　第 8 章 「戦 時期の 大冶鉄鉱 と対 日供給亅 （萩原充 ）で は ， 第
一

に漢冶萍公 司 か ら 日本製

鉄 が経営委任 を受 けた大冶鉄鉱 に お ける委任経営 とい う経営形態が採用 され た こ との 理 由

と意味 に つ い て ，第二 に 同鉱 山の 生 産 ・輸送の あ りか た に っ い て それぞれ検討す る。委任

経営の 形態 は漢冶萍公 司 の 巨額 な累積債務の 存在 を前提 に して ， 日 中の 双方に と っ て メ

リッ トが ある と考え られ た うえでの 現実策であ っ て ， 関係者それ ぞれ に と っ て 利益 とな り，

そ の 結果安 定的 な生産現 場をな っ た 。 そ の 意味で戦時経営 の 「成功例 」 で あ っ た とす る 。

また生産 ・輸送 に つ い て は ， 大冶鉄鉱が 戦前か らか か えて い た さま ざまな限界 （露天 採掘

残 量 の 減少 ，採掘効率の 低下，品位の 低下 な ど）が早 期に 戦時生 産の 減退 を余儀な くさせ ，

労働者の 確保 も困難 に させ た 。 この こ とが輸送の 困難化 とあい まっ て 日本の 鉄鉱資源 の 不

足 ， さらには 日本 の 戦時鉄鋼生産 を減退 させ て い く引き金 にな っ た とする。

　第 9 章 「向井龍造 と満蒙殖産の 骨粉製造， 1909− 31年」 （吉田建
一

郎 ）で は ， 中国で の

骨粉製造 に従 事 した満蒙殖産株 式 会社の 創設過 程 とそ の 後の 経営の 展開を歴史的に検討す

る。そ の うえで 従来 の研 究史に付加 す べ き点 と して 二 つ の 点 を指摘 して い る 。 す なわち ，

第
一

に 1920年代か ら 1930 年代初頭にお い て 満蒙殖産の 経営は低迷 ととらえ られ る局 面 は
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少 な くな か っ た が，そ の 原 因は 多様 で あっ て 単に恐慌の 影響にの み止 ま らなか っ た こ と ，

第二 に同時期の 満蒙殖産 の経営は ，骨粉製造に重点をお い た経営方針 の 採用 ， 原料骨 買付

の コ ス ト引き下げ努力 ， イ ン ドを中心 とす る世界の 骨粉貿易の 状況 の 変化に よ り日本 と中

国産骨粉との 関係 が深 ま っ た こ とな どを背景 と して ，きわめ て緩やか なが らも発展 の 局面

が あ っ こ とで あ る 。

　第 10 章 「日本製粉業の 対 中国投資」 （陳計堯 ）で は 1900年か ら 1930 年 ま で の 在華 日

系製粉業の 対中貿易 と投資活 動 を具体 的に検討 し ， 在華 日系企 業が 1930年代 まで に 中国

市場か ら退 出を余儀 な く され た過 程 を明 らか に しよ うとす る 。 1925年以前は 日本の 小麦

粉輸出商は 中国市場 を主要な市場 とみ な して お らず ， 同市場 に流通する 日本本土生産 の 小

麦粉は 多 くは なか っ た。 対 中直接 投資 は 1906年 には じ ま り，
1918 〜 20 年に ピー ク を迎

えた 。 し か し ， 1920年 以 降に なる と 日系製粉工 場 は ， 戦後不況 の なか で 経営困難な 時期

に入 っ た
。 合併に よ り存続 を図る工 場 もあっ たが

， 合併しない 工 場は結局破産 して い っ た 。

それ とは対 照的 に 中国資本 の 製粉業 は この 期 間に め ざま し く発 展 した。 その 結果 ，
1920

年代後半には在華 日系企 業の 発展 は な くな り， 「失敗者」 となっ た とい う。

五　全体的コ メ ン ト

　本書の 全体的な コ メン トをす るに あた り ， 本書 の 課題提 起 に 関連 して 本書の 意義お よび

課 題 に つ い て 若干 指摘 してお きた い 。

　第
一

に ， 本書は戦前 ・戦時 の 在華 日系企業活動 の 事実発 掘 と見 直 しの 試み を新た な史料

に もとつ い て 積極的に行 っ て い る こ とで ある 。 こ の 点は本書の 最 も大 きな成果 で ある とい

え る 。 特 に評価の 見直 しとい う面で は ， 旧来の 帝 国主義史観に よ る限界 を乗 り越 え，在華

日系企業の 活動に つ い て 新た な評価を少なか らず行 っ て い る。 例 えば，内外綿は技術・経営 ，

製品高付加価値化で もっ とも先進的な会社で あ り競争上 の 優位性 をも っ た企業 で あると高

く評価 して い る （第 1章）。 第
一

次世界大戦前にお い て 英米資本企 業 ， 中国資本企 業 と比

較 して 日本資本企業の 競争優位性を評価 して い る ， また 日系の 上海紡績の 設立過程に おい

て人脈 ， 資本 出資 ， 経営ネ ッ トワ
ー

クな ど中国商の 経営資源が大 きな役割 を果 た した こ と

を明 らか に した （第 5 章）。 在華紡 同業会の 活動 に つ い て 中国資本企業 との 協調 的側 面 が

あ っ た こ と ， そ して 日本内地 の 綿業企 業 との あい だ で
一

枚岩の 関係 に はな か っ た こ との 事

実をふ ま えて 在華紡 同業会 の 多面的性格 を 明 らか に して い る （第 6 章）。 さ らに撫順炭鉱

は東北の 工 業化に重要 な動力を提供する と ともに 満鉄の 東北で の 経営に きわめ て 大きな貢

献を した と高 く評 価す る （第 7 章）。 ま た戦時の 大冶鉱 山 に つ い て そ の 委任経 営の 形 態 は

日中双 方 に とっ て メ リ ッ トがあ り， 安定的な生産現場 ともた ら した と して 戦時経営の 「成

功例」 と して 評価 して い る （第 8 章）。 さらに は 1920 年代の 在華 日系製粉業は結局失敗し

た事例で ある としっ っ
， 中国市場 と現地生産 をめ ぐっ て 日本の 製粉業企業の なかに異 なる
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対応 が あっ た こ とを示唆 して い る （第 10 章）。
こ の よ うに，業界に よ っ て 評価は 異な る も

の の ，在華 日系企業の経営活動の 積極 的側面お よび在華 日系企 業 と中国資本企 業 との 関係

お よび 日本内地の 同業企業 との 関係 にお ける連携 と緊張 をともな う多面的な性格を明 らか

に して い る 。

　 も っ とも ， こ うした評 価する側 面 を全 体像 との 関連 で どの よ うに位 置づ け るか に つ い て

は必 ずし も明瞭で は なく ， そ の 点で は今後の 課題 とし て 残 されて い る よ うに思われ る。

　第二 に ， 本書は在華 日系 企業の 経営 ・管理技術 ／制度の 移転または形成，継承に つ い て

明 らか に して い るこ とで あ る 。 こ の 点 も本書の 大 きな成果で ある と評価 で き る 。 まず経営 ・

管理 技術の 形成 ・移転に つ い て は ， 内外綿 にお ける技術移転 （第 1 章） と労務管理制度 の

移転 と適応 （第 2 章），在華紡技術 （紡織用 品工 業設備） の 中国 へ の 移転 （第 3章）に つ

い て 詳細に 検討 され て い る 。 ただ し ， これ らの 章で 扱 う技術移転の 枠組み は 基本的に企 業

内移転 （日本の 親企業か ら現地 の 子 会社 へ の 移転）で あ っ て ， 日本企 業の 技術が ス ピ ル オー

バ ー して 現地 の 中国資本企 業等 に如何に移転 したか に つ い て は対象外 と され て い る 。 在華

紡技術の継承 とい う面で は ，第 3 章，特に第 4 章が扱 っ て い る。 在華紡技術 （紡績機械設備）

が戦後の 中国紡織建設公 司を経由して人 民共和 国に継承 され た こ とを示 した こ と（第 4 章）

は ， 新た な成果 とい え る 。 さらに多国籍経営の 継承 と して内外 綿を代表 とす る在華紡企業

は戦後 日本 の 多国籍企業の パ イ オ ニ ア で あ り， その 現 地経営 と戦後の 日本多国籍企業 との

連続性 を示唆 して い る （第 1章）

　第三 に ， 本書は在華 日系企業の 全 体像構築 に向けて の 大 きな前進 をな し ， 新た な地 平を

開拓 した こ とで ある 。 すで に紹介し た よ うに本書は ， 綿紡織業 ， 炭鉱業 ， 鉄鉱業 ， 骨粉業 ，

製粉業に従事 した在華 日系企業の 活動を対象に して 本書の 課題 に即 して 多面的な考察を加

えて い る 。 そ れが 全体像 の解 明に向けて の貴重 な成果で あ る こ とは言 うまで もない 。 しか

し
，

こ れ に よ っ て 全体像 が十分明 らか に なっ た とは言 えず ， まだ残 された 課題 も少 なくな

い 。例えば，本書の 扱 っ て い ない 産業 ・業種の 動 向は ど うで あ っ たの か 。企業の 経営管理

者の 育成 ・教育は どの よ うに な され たの か 。 また 日系企業の 生 産，調達 ， 販売の 管理 実態

やそ れぞ れ の 現地化適応 ， 企業の 競争戦略は指摘 され て い る もの の ， まだ 個別的部分的で

ある 。 さらに理論的な
一

般化を進 め ， 全 体像の 解明が望 まれ る 。

皿　個別 的なコ メ ン トー 第 1部の 論文 につ い て

　以下 ， 評者が特に 関心 の あ る在華紡企 業に 関わ る第 1部の 個別論文 に つ い て 若干の コ メ

ン トを したい 。

　第 1章 は在華紡企 業の 経営の あ りか た を経営学的な見地 を含 めて多面的 に検討 して 非常

に 参考になる。ま た 日本 モ デル の 移転 と現地適 応 の 観点 か らの 分析は 現代の 多国籍企業の

経営 に通 じ る もの で あろ う。 他方で ， 以下の 点 に つ い て 更な る説明が望まれ る 。 第
一

に ，
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内外綿 と商社 との 取引に おい て 前受金制が 実施 され てい た こ との 背景理 由は何か 。 前受金

制は売 り手で あ る内外綿に と っ て 極 めて 有利 な取引で ある 。
こ れ は内外 綿 と取引商社 との

個別 的な交渉力 を反映 した もの なの か
， それ と も内外綿を含む在華紡企業の 一般的な形態

な の で あ ろ うか 。 第二 に 中国に お ける内外綿 の 経営の 断続的な不振はす べ て 経営外的要因

（政治 ・ 軍事的な 問題） に よ っ て 引き起 こ され た との 「事実」 が示 され て い る 。 こ の 点 に

つ い て政治 ・軍事的問題 の 発 生 と各 年の 利潤 （率）動 向との 相関を具体的に 示 したな らば

よ り説得的にな っ た と思われ る 。 第三 に本章の 最後の とこ ろで 言及 して い る内外綿の 経営

と戦後の 日本多国籍企業の 海外 経営との 連続性 に つ い て ， 重要な指摘で あるだけに本書の

射程外に ある として も ， 多少 とも説 明が ほ しか っ た 。 連続性 を どの よ うな意味にお い て理

解す るかが 問われ るが ，例 えば，本章で言及 され てい る 「現地 で は労務管理 の
一

部を 中国

の 社会ネ ッ トワ
ー

ク にゆだね ， 労使 関係 の 安定を 図 っ た」 （33 頁） とい う点に つ い て 戦後

の 日本多国籍企 業の海外経営 と どの よ うな連続性 が あっ たの か知 りた い とこ ろで あ る 。

　第 2 章は 内外綿の 労働管理 階層 の 変遷 に つ い て きわ め て詳細な検討 を行 っ て お り ， 研究

史で これ まで 未解明な部分 を明 らか に した点 で評価で き る 。
1930 年代 にお い て 日本人職

員
一 「特選工 」

一 「役付 工 」
一一

般労働者 とい う階層的な管理組織が成立 した こ と ， そ の

積極 的な意味 は ， 会社が 生産工 程 の 末端に 至 るま で の 緻密 な管理 統制 を可 能 に した こ と ，

同時に
一
般労働者の 昇給 へ の モ チ ベ ーシ ョ ン を維持 し ， 上位役職者 との 格差感 を緩和す る

効果 があ っ た と してい る。 しか し ， 他方で 階層的な管理 組織が成立 した もの の 「あ くまで

も各階層 は分 断 され た ま まの もの 」 と性格 づ けて い る 。 以上 の指摘を踏 まえて コ メ ン トす

れば ， 第
一

に管理組織の 統合 と分断の 関係を どの よ うに理解すれ ばよい か ， 内外綿の 管理

組織 の 性格は 統合 と分断の 二 面性 が ある こ となの か ， それ と も二 面性 が ある と して も基本

は統合 の ほ うに意義が ある とい うこ となの か
。

か ねて 中国資本企業の 管理 組織の 分断 性 を

強調 した の は方 顕廷や 村松 祐次で あ っ た 。 日本の 在華紡企 業は 日本の 管理 組織 をモ デル に

統合的な管理組織 を現地化適用 しよ うと した 。 内外綿 の 事例 は 日中の 異な る管理 組織の 接

合 の あ りか たを示 唆す る もの として 大変興味深い
。 さらに嘱望すれば ， 内外綿の 階層的な

管理組織 と第 1 章で言及 され てい る労働者請負人 に代表 され る社会的ネ ッ トワ
ー ク との 関

連 に っ い て も説明 が ほ しか っ た 。

　第 3 章にお い て とくに興味深か っ た点は ， 紡織用品 工 業設備 に代表 され る在華紡技術の

中国移転 が戦時に お ける輸入代替化の 取組 の なか で本格的に 追求 された こ と，また紡織機

械設備 工 場 の 設立 は 中国や欧米の 機械 工 場か らの 部品供給 に 依存 して い た とい う点 で あ

る 。 他方 で ， 論文 にお け る技術移転の 枠組み は 日本紡織企業内部の （日本 の 親会社か ら中

国子会社 へ の ）移転で あ り ， 在華紡製造技術の現地 中国資本企業 へ の 移転 に つ い て は対象

外 と して い る 。 戦時下の在華紡に と っ て 中国資本企 業へ の対抗か らすれば ， 現地 中国資本

企業 へ の 技術移転 は許 容範囲外 の こ とで あ り， 従 っ て それ を対象外 と した の はや む を得な

い こ とか もしれ ない
。 しか し ， 戦後中国へ の 在華紡技術の 継承 を主張す るの で あれ ば ， そ
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の 技術移転 ・継承の プ ロ セ ス に つ い て ，中国社会 にお け る当該技 術 の 受 容の あ りかた を含

め て具体的に 検討す る こ とが今後の課題 とな ろ う。

　第 4 章は ま さに 在華紡技術の 1949 年以降の 中国企業 へ の 移転を検討 して い る
。 本章の

最 も主要 な論 点は在華紡技術が 中国紡織建設 公 司 を経 由 して 人 民共和国以降に継承 された

とい う点 にあ る。それ を示 すた めに本章は紡織機械 生産設備の 継承 関係を具体的に 明 らか

に す る 。 す なわ ち，   旧在華紡設備技術 を体現 して い る 中国紡織建 設公 司 を既設 の 施 設

とし て ま とめて 継承 した こ と以外に ，  49 年以降の 紡織機械 の 国産化の 過 程 にお い て 完

成 した 「54型綿紡織
一

貫生産設備」 とそ の 位置づ け ，  
一

部の 紡織機械部品が 日本か ら

輸入 されて い た こ とで ある 。 この なかで 本章の 新た な指摘は 「54 型綿紡織
一

貫生産設 備」

が 「旧在華紡系の 技術 を基礎 と し，そ の 他の 技術 を含 め，当時 の 中国にあ っ た 技術 を総合

して 作 り上 げられた 製品で あっ た 」 （104頁） とい う点で あ り， 注 目され る 。 た だ し ，
こ

の 点 の 説 明は 十分説 得的な もの で は ない
。

「54 型綿紡織
一

貫生産設 備」 自体の 構成内容が

具体 的に 明 らかで はない うえに ， それ と在華紡の 技術やそ の 以外 の 技術 との 関連が具体的

に説 明 され て い ない か らで あ る。 中国 の い う 「国産」 紡織機械に は在華紡技術の 影響は考

え られ る と して も， ソ連等の 外 国の 技術の 影響や中国独 自の 改良は なか っ た の だ ろ うか 。

その 全体 の 関連の なか で 在華紡技術の 影響 を位 置づ ける必要が あろ う。

　第 5 章は前述の とお り ， 第
一

次大戦前の 日本在華紡 が国際的に も優れた競争力 ， 収益力

を もち，「最大の勝利者」 で あ っ た と高 く評価 して い る 。 こ の 点 はそ の 後の 1910年 〜 1920

年代 を扱 っ た第 1章 とほぼ共 通 して い る 。 また在華紡 企 業 が資金 ・資本 調達面 にお い て 中

国資本企業や欧米資本企業か らか な り調達 して お り， また 中国企業 を買収す るに あた っ て

人脈，資本，経営ネ ッ トワ
ー

ク など中国企 業側の 経営資源 が相 当利用 されて い る事実は 興

味深 く， そ こ に両者の 協調 ・協力関係 を見て 取 る こ とがで きる 。 企業間の 関係を競争と協

調の 両面か らみ て い こ うとす る見方は ， 今 日の 経営戦略論で は コ
ーペ テ ィ シ ョ ン論の 分析

枠組 と して 知 られ て い るが ，本章の 分析は その 見方 と重な る と こ ろがあ り，興味深い 。

　第 6 章 も同様に対抗 と協調 とい う分析視角を示 して い る。 反 日ナ シ ョ ナ リズム に対抗す

る 目的を もっ て 設 立 され た在華紡同業会が印綿運華聯益会の 活動にお い て 中国企業 との 協

調的また は妥協的な関係 をもっ て い たこ とを明 らか に し，在華紡は 日本内地の 紡績企業 と

の 間にお い て
一

枚岩で はな か っ た こ とを示唆 して い る。
つ ま り在華紡同業会の 多面的な性

格を 明らかに した点 は評価 で きる。その よ うな多面性 を含 めて ，在華紡 同業会の 活動全 体

をどの よ うに 評価す るかの 課題 が残 されて い るよ うに 思われ る 。

　以上 ， 本書の 成果 と課題 を指摘 した 。 本書に対す る評者の 誤解 が あれば，お許 し願 い た

い 。本 書は 日本 ・中国 の 経営史や 経済史 に関心 を もっ 者だ けで な く， 現代の 国際経営や 国

際経済に 関心 をもつ 者 に とっ て も示唆に富む ， 参考価値の 高い 業績と して 推 薦 したい 。

　（大阪大学出版会，2011年，vii ＋ 289 頁 ，
5

，
250 円）　　 （か わい 　しん い ち ・愛知大学）
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